
　令和5年通常国会に提出されていた「私立学校法の一部を改正する法律案」が令和5年4月に参議院本会議にて可決され、
令和７年４月１日より施行されます。
今回の改正は、相次ぐ大学法人の不正事件を契機とした「ガバナンス改革」が中心となっており、施行されれば、私立学校に
与える影響が非常に大きくなることが想定されます。 なぜならば、役員等の構成や組織の体制を再編成し、それに伴って
寄附行為等の見直しが求められることがあるからです。 そこで、改正の趣旨や概要について、文部科学省が作成する「私立
学校法の改正について」を参考にその点を詳しく説明いたします。

【改正の趣旨】
　文部科学省の「私立学校法の改正について」において、改正の
趣旨が次のように記載されています。

「我が国の公教育を支える私立学校が、社会の信頼を得て、一層
発展していくため、社会の要請に応え得る実効性のあるガバナンス
改革を推進するための制度改正を行う」とあります。

改正の内容は多岐にわたっていますが、ここではこのガバナンス
改革の核心をなす理事・理事会、監事及び評議員・評議員会に
ついての改正ポイントをまとめたいと思います。

【改正の概要（理事・理事会、監事及び評議員・評議員会
の権限分配の整理）】
　「私立学校法の改正について」では、まず『「執行と監視・監督の
役割の明確化・分離」の考え方から、理事・理事会、監事及び評議員・
評議員会の権限分配を整理し、私立学校の特性に応じた形で
「建設的な協働と相互けん制」を確立』することを掲げています。

令和５年私立学校法改正について

【私立学校法とは】
　私立学校法とは、学校法人の設立や管理運営等を規律する法律であり、「私立学校の特性にかんがみ、
この自主性を重んじ、公共性を高めることによって、私立学校の健全な発達を図ること」（私立学校法第1条）
を目的としています。 私立学校は国公立の学校と異なり、私立学校が私人の寄附財産等によって設立・
運営されることを原則としているため、建学の精神や独自の校風が強調されていたり、所轄庁による
規制ができるだけ制限されていたりするといった特性があります。
　一方で、私立学校といえども公教育の一翼を担っている点においては国公立の学校とかわりなく、
「公の性質」（教育基本法第6条第1項）を有するものとされており、この観点から私立学校にも「公共性」
が求められています。
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理事の選解任理事の選解任

理事長の選定等理事長の選定等

監事の選任監事の選任

監事の解任監事の解任

役員等の任期役員等の任期

寄附行為の定めによる

評議員会の同意を得て

理事長が選任

寄附行為の定めによる

寄附行為の定めによる

理事選任機関が選解任します（第30条第1項、 第33条第1項）。※

理事会が選定します（第37条第1項）。

監事の評議員会の決議によって選解任します

（第45条第1項、 第48条第1項）。

寄附行為で定める期間以内に終了する最終年度に関する定時

評議員会の終結の時までとします（寄附行為で定める期間は

理事4年、監事・評議員6年を上限とし、理事の期間は監事・評議員

の期間を超えないものとします）（第32条 第1項・第2項、 第47条

第1項、第63条第1項）。

改正前 改正後

　① 役員等の選解任手続き等について
　改正前は、役員等の選解任手続き等については、寄附行為の定め等で学校が自分で定めることができました。 改正後の
私立学校法では、各機関の選解任等が以下のように定められます （括弧内の数字は、改正後の私立学校法の条項番号）。

（文部科学省「私立学校法の改正について」12ページ）
※理事選任機関を定めることが義務化されましたが、寄附行為の定めによることとされています。

　②役員等の兼職の制限等について
　従来、監事は理事・評議員・職員と兼職が禁止されていましたが、それが子会社の役員・職員にまで及ぶようになりました
（第31条第3項、第46条第2項）。
また、以前は、評議員と理事が兼職することができましたが、改正により、理事と評議員の兼職が禁止となりました（第31条
第3項）。

　③役員等の構成の要件等について
　役員の近親者等に関する制限も強化されました（第31条第6項・第7項、第46条第3項）。 特に、これまで近親者等に関する
制限のなかった評議員にも制限が設けられるようになりました（第62条第4項、第62条第5項第3号）。 また、職員である
評議員数は評議員総数の1/3までとする制限が追加されました（第62条第5項第1号）。
※改正前から評議員のうち1名は職員であることとされています。

さらに、今までは理事・理事会が選任した評議員についての制限が特にありませんでしたが、評議員総数の1/2までと
する制限が追加されました（第62条第5項第2号）。

　④学校法人の意思決定について
　理事会・評議員会については、招集、決議、議事録等に関する具体的な内容が法定されました。

理事会については、招集権者は各理事とされ（ただし、寄附行為又は理事会の定めにより理事会招集担当理事を定める
ことが可能）（第41条第1項）、理事会の１週間前までに、理事・監事に通知を発出する（全員の同意があるときは不要）招集
手続きに関する定めが追加されました（第44条第1項）。
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【おわりに】
　今回の改正に伴い、学校関係者の方々は令和7年4月に向けて、学校の組織や寄附行為の見直しに苦慮されていること
かと想像いたします。
しかし、法的な要件を満たすことはもちろん重要ではありますが、新しい組織やルールに実効性を持たせ、本来の目的を
達成することが最も肝心であると考えます。

評議員会についても招集権者は理事（第70条第1項）とされ、招集手続きに関する定めも追加されています（第70条第2項～
第4項、第74条）。 理事会同様、評議員会の１週間前までに、評議員に通知を発出（全員の同意があるときは不要）すると
されました。

また、意思決定のプロセスにおいて、重要事項等については評議員会の意見聴取が必要とされていましたが、改正後には、
評議員会の決議も必要となりました（第150条）。 具体的には、寄附行為の変更（軽微なものを除く）、任意解散、合併ついて
は評議員会の決議が必要となりました（逆にその他の重要事項、例えば重要な資産の処分や譲受け、多額の借財等につい
ては決議できないのは従来通りです）。

参考サイト：

【文部科学省】私立学校法の改正について（令和5年改正）
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shiritsu/mext_00001.html

https://www.ht-tax.or.jp/
〒160-0022 東京都新宿区新宿 4-1-6 JR新宿ミライナタワー 28階

辻・本郷

Tel.03-6911-3101（受付時間）9:00～17:30※土日・祝日・年末年始除く＜ お問い合わせ ＞
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